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天天    塩塩    町町  



天天塩塩町町人人事事行行政政のの運運営営等等のの状状況況  

 

町民の皆様に本町の職員給与及び職員数、職員の勤務条件や研修、

福利厚生の状況など人事行政全般についてお知らせし、その公平性

と透明性を高めることを目的として、『天塩町人事行政の運営等の状

況の公表に関する条例』に基づき、年 1 回定期的に人事行政の運営

等の状況をお知らせすることとしております。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問い合わせ先 

天塩町役場 総務課 

電話：01632-2-1001（内線 22２） 

Fax：01632-2-2659 

E-Mail：soumu@teshiotown.com 



１、職員の任免及び職員数に関する状況 

（１）職員の採用の状況（平成２７年度） 

区   分 

 

短大卒 

   

大学卒 うち試

験採用 

うち試

験採用 

高校卒 うち試

験採用 

計 うち試

験採用 

一般職に属する職員 ３ ２   ２ ２ ５ ４ 

看護･保健職･医師         

福祉職         

技能労務職         

合  計 ３ ２   ２ ２ ５  ４ 
（注）①看護･保健職･医師…看護師,保健師,医師等 ②福祉職…保育士  

③技能労務職…介護士,調理師 

 

（２）職員の退職の状況（平成２６年度） 

区   分 
自己

都合 

定年 

退職 

分限

免職 

懲戒

免職 

死亡

退職 
その他 合計 

一般職に属する職員 ２ ２     ４ 

看護･保健職･医師 ４      ４ 

福祉職        

技能労務職        

合  計 ６ ２     ８ 

 

（３）職員数、職員数の増減の状況及び当該増減の主な原因（各年４月１日現在） 

区   分 
職員数 対前年 

増減数 
増減の主な原因 

26 年度 27 年度 

一般行政部門 

議 会 ２ ２ ０  

総 務 ２１ ２３ ２ スタッフの充実 

税 務 ３ ２ △１ 退職者不補充 

農 水 １１ １０ △１ 係長職兼務による 

商 工 １ １ ０  

土 木 ７ ７ ０  

民 生 １６ １７ １ スタッフの充実 

衛 生 ７ ７ ０  

 小 計 ６８ ６９ １  



特別行政部門 教 育 ８ ６ △２ 
退職者不補充 

教育長特別職へ 

 

公営企業等 

会 計 部 門 

病 院 ３７ ３３ △４ 退職者不補充 

水 道 ２ ２ ０  

下水道 １ １ ０  

その他 ６ ７ １ 指定管理から直営に移行 

 小 計 ４６ ４３ △３  

合    計 １２２ １１８ △４  

（注）区分は、平成 27 年度地方公共団体定員管理調査の区分に従い、表中「その他」は、国保
事業･介護保険事業・保養センター事業職員である。 

 

（４）一般行政職の職級別の職員数（平成２７年４月１日現在） 

区 分 職務区分の内容 
職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

前年度 

職員数 構成比 

１級 主事 １５ 22.1 １３ 19.7 

２級 主事 ５ 7.4 ５ 7.6 

３級 係長・主査・主任 ２３ 33.8 ２４ 36.3 

４級 係長・主査 ９ 13.2 ６ 9.1 

５級 課長補佐・主幹 ６ 8.8 ８ 12.1 

６級 課長・参事 １０ 14.7 １０ 15.2 

合     計 ６８ 100.0 ６６ 100.0 

（注）天塩町職員の給与に関する条例に基づく行政職給料表の職務の級区分に応じた一般行政職
（税務職、看護職・保健職、福祉職、企業職、技能労務職、その他教育職を除く一般職に属
する職員をいう。以下において同じ。）の職員数である。 

 

２ 職員の給与の状況 

（１）人件費の状況（平成２６年度普通会計決算） 

住民基本台帳人口 
〔年度末〕  歳出額〔A〕 実質収支 人件費〔B〕 

人件費率
〔B/A〕 

前年度の 
人件費 

人 
3,270 

千円 

5,218,578 
千円 

153,697 
千円 

618,529 
％ 

11.9 
％ 

11.9 

（注）１ 普通会計決算額であるため、特別会計及び企業会計に係る人件費は含まない（次の（２）
において同じ。） 

   ２ 表中「人件費」には、議員、委員、特別職等に係る報酬・給与が含まれている。  
 

（２）職員給与費の状況（平成２６年度普通会計決算） 

職員数 
〔A〕 

給   与   費 一人当たり
給与費〔B/A〕 給 料 職員手当 期末･勤勉手当 計〔B〕 

人 
７５ 

千円 
252,543 

千円 
27,220 

千円 
92,057 

千円 
371,820 

千円 
4,958 

（注）１ 職員手当には退職手当を含まない。 
２  表中「給与費」には特別職に係る職員手当等が含まれている。 



（３）職員の平均の給料月額、平均年齢及び初任給の状況（平成２７年４月１日） 

区    分  平均給料月額 
      （百円） 

平均年齢 
（歳） 

初 任 給 
       （円） 

一般行政職 

大学卒 ２，５５８ ３５．３ １７４，２００ 

短大卒 ２，９２０ ３９．５ １５４，８００ 

高校卒 ３，３３５ ４４．３ １４２，１００ 

中学卒    

全平均 ２，９８２ ４０．６  

 

（４）学歴別及び経験年数別の職員の平均給料月額の状況（平成２７年４月１日） 

                             （単位：百円） 

区  分 
経 験 年 数 

10 年以上 
15 年未満 

15 年以上 
20 年未満 

20 年以上 
25 年未満 

25 年以上 
30 年未満 

30 年以上 
35 年未満 

35 年以上 

一般行政職 

大学卒 2,748 3,064  3,845 3,953 4,102 

短大卒 2,578 2,846 3,629  3,611 4,006 

高校卒 2,310 2,779 3,095 3,690 3,890 3,926 

中学卒       

全平均 2,545 2,870 3,171 3,729 3,847 3,804 

 

（５）職員に対する手当の状況 

  ①期末・勤勉手当（平成２７年４月１日） 

区 分 
天 塩 町 国 

期末手当 勤勉手当 計 期末手当 勤勉手当 計 

６月期 1.225 0.75 1.975 1.225 0.75 1.975 

12 月期 1.375 0.75 2.125 1.375 0.75 2.125 

計 2.60 1.50 4.100 2.60 1.50 4.10 

職制上の段階、職務
の級等による加算 有 有 

一人当たりの 
平均支給額 

（平成 26 年度実績） 

期末手当 818 千円 
 

 

勤勉手当 471 千円 

 （注）表中「１人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給額（基準日に在職する職員の支給
年額の合算）を当該年 12 月分の支給期日に在職する支給実績職員数で除して平均したも
のである。 

 

 

 

  



②退職手当（平成２７年４月１日現在） 

区 分 
天 塩 町 国 

自己都合退職 勧奨･定年退職 自己都合退職 勧奨･定年退職 

勤続 20 年 20.445 ケ月  27.405 ケ月 20.445 ケ月  20.405 ケ月 

勤続 25 年 29.145 ケ月 34.5825 ケ月 29.145 ケ月 34.5825 ケ月 

勤続 30 年 36.105 ケ月 42.4125 ケ月 36.105 ケ月 42.4125 ケ月 

最高限度額  49.59 ケ月   49.59 ケ月  49.59 ケ月   49.59 ケ月 

その他の加算措置 
定年前早期退職加算措置 

（２～２０％加算） 
定年前早期退職加算措置 

（１～４５％加算） 

退職時特別昇給 無 無 

1 人当たりの平均支給額 

（平成 26 年実績） 
７，７７６  千円  

（注）表中「1人当たり平均支給額」は、当該年度中に退職した職員に支給された退職手当の合
計額を当該退職者数で除して平均したものである。 

  

 ③特殊勤務手当 

   ア 種類及び支給単価等（平成２７年４月１日） 

手当の名称 主な支給対象職員・業務 支給単価 

感染症防疫作業手当 
町立病院に勤務する職員が感染症の防疫に従事し
た場合 500 円/日 以内 

医師研究手当 町立病院に勤務する医師たる職員 150 万円/月以内 

放射線作業手当 
町立病院に勤務する職員が本務としてエックス光
線放射作業に従事する職員 230 円/日 

夜間看護等手当 
町立病院に勤務する職員で深夜看護等の業務に従事 6,800 円/回 

看護師等医療従事者を勤務時間外に呼出し勤務した場合       810 円/日 

   イ 支給実績等（各特殊勤務手当合計分）  

区     分 全職種 

支給実績（平成 26 年度決算） 22,061,540 円 

支給職員１人当たり平均支給額（平成 26年度決算） 668,531 円 

 

 ④時間外勤務手当 

区     分 全職種 

支給実績（平成 26 年決算） 15,354,951 

１人当たり平均支給額（平成 26 年度決算） 158,298 

(注)１ 時間外勤務手当には休日勤務手当を含む 
２ 表中「１人当たり平均支給額」は、当該年度の実支給総額を当該年度末に在職す    

る時間外勤務手当支給対象職員数で除した平均である。 

 



⑤その他の手当 

区 分 内  容 手  当  額 
国との 

相 違 

扶養手当 

扶養親族（他に生計の途が
なく、主としてその職員の
扶養を受けている者）のあ
る職員に支給 

配偶者 月額  １３，０００円 

同 
１人 月額   ６，５００円 

１人目（配偶者なし） 月額  １１，０００円 

特定期間の加算 月額   ５，０００円 

住居手当 

自ら住居するため住宅（貸
間を含む）を借り受け月額
12,000 円を超える家賃を
支払っている職員に支給 

家賃23,000円未満は12,000円を控除した
額。家賃 23,000 円を超える場合は、超え
た額の 1/2 の額（16,000 を限度）に 11,000
円を加えた額。 

同 

自ら居住するため住宅 
を所有する職員に支給 月額 5,000 円 異 

通勤手当 

通勤のために交通機関等
を利用すること及び運賃
等の負担をすることを常
例とする者であって、徒歩
により通勤するものとし
た場合の通勤距離が片道
2 ㎞以上である職員に支
給 

運賃等相当額（１ヶ月 55,000 円を限度に

支給） 
同 

通勤のために自動車等の
使用を常例とする者であ
って、徒歩により通勤する
ものとした場合の通勤距
離が片道 2 ㎞以上である
職員に支給 

月額 2,000 円～24,500 円 同 

管理職手当 

管理又は監督の地位にあ
る職員に支給 

課長職 月額 月額給料の 10/100 
異 

課長補佐職 月額 月額給料の 8/100 

宿日直手当 
職員が宿直又は日直を命
ぜられたとき 

①宿直手当 1 月 21,000 円以内 
②日直手当 1 回 4,200 円 同 

夜間勤務手当 

正規の勤務時間として午
後 10 時から午前 5時まで
の間に勤務することを命
じられた職員に支給 

勤務 1時間につき、勤務時間 1時間当たり
の給料額の 25/100 

同 

寒冷地手当 

基準日に、常時勤務する職
員 

世帯主（扶養親族有） 年額  116,800 円 同 

世帯主（扶養親族無） 年額   65,300 円 同 

その他 年額   44,000 円 同 

 

 

 

 

 

 



（６）特別職等の職員の給与の状況（平成２７年４月１日現在）  

区  分 給料又は報酬の月額 寒冷地手当の支給 
期末手当の 
支 給 割 合 

町  長 ７００，０００円 有 

6 月期 1.925 月分  

12 月期 2.075 月分 

計    4.0 月分 

副 町 長 ６００，０００円 有 

教 育 長 ５５０，０００円 有 

議  長 ２６０，０００円 無 

副 議 長 ２２０，０００円 無 

常任委員長及び 

議会運営委員長 
２００，０００円 無 

議  員 １９０，０００円 無 

支給実績 

（平成26年度決算） 

町長の給料                ７，７００千円 
町長･副町長の期末手当及び寒冷地手当    ３，２８５千円 
教育長の給料               ６，６００千円 
教育長の期末手当及び寒冷地手当      ２，５５２千円 
議員（議長・副議長を含む）の報酬    ２０，９４０千円 
議員（議長・副議長を含む）の期末手当   ７，９９４千円 

  

（７）職員の給与の削減のための特例措置の状況（平成２７年４月１日） 

削減項目 内         容 

削減なし 

 

 

          

        

     

 

 

３、職員の勤務時間その他の勤務条件の状況 

（１）職員の勤務時間（平成２７年４月１日現在） 

一週間の勤務時間 開始時間 終了時間 休憩時間 週休日 

３８時間４５分 ８時３０分 １７時１５分 １２～１３時 土曜及び日曜日 

 （注）１ 表中「一週間の勤務日数」は、地方公務員法第 24 条第 6項の規定に基づき条例で
定めた職員の勤務時間である。 

    ２ 役場庁舎以外の勤務場所では、これと異なる勤務形態となる場合がある。 

 

（２）職員の年次有給休暇の取得状況（平成 26年 1 月 1日～平成 26年 12 月 31 日） 

総付与日数 総取得日数 対象職員数 平均取得日数 取得率 

４，２９５ 日 １，３５１ 日 １１１ 人 １２．２ 日 ３１．５ ％ 

 （注）１ 表中「対象職員数」は、当該年の 1 月 1 日から 12 月 31 日までの全期間在職した
一般職員の合計数とし、当該期間の中途採用者、退職者、育児休業者及び派遣職員を
除く。 

    ２ 表中「総付与日数」は、当該年の 1月 1日現在において全期間在職した職員に付与
された日数（前年度からの繰越分を含む）の合計である。 

    ３ 表中「総取得数」は、全期間在職した職員の取得した年次有給休暇の合計である。    

 



（３）職員の時間外勤務の状況（平成２６年度実績） 

月    別 時間外勤務時間数（時間） 

４月  526 

５月 340 

６月 485 

７月 578 

８月 657 

９月 444 

１０月 481 

１１月 521 

１２月 1,187 

１月 591 

２月 748 

３月 650 

合        計 7,208 

職員 1人当たり年間平均 74.3 

 （注）１ 表中「時間外勤務時間数」は、当該年度中において職員が実際 
に行った時間外勤務の当該時間の月別合計である。 

    ２ 表中「職員 1人当たり年間平均」は、時間外勤務時間数の合計 
を当該年度末に在職する時間外勤務手当支給対象職員数で除して 
平均したものである。 

 

４、職員の分限及び懲戒処分の状況 

 （１）職員の分限の件数（平成２６年度） 

処 分 事 由 降任 免職 休職 降給 計 

心身の故障     １     １ 

 （注）職員のうち地方公務員法に基づき分限処分に付された職員の状況であり、当該年度に
おいて同一の職員が複数回にわたって分限処分された場合は、重複して計上している。 

 

（２）職員の懲戒の件数（平成２６年度） 

処 分 事 由 戒告 減給 停職 免職 計 

指導監督不適正 ７ １   ８ 

（注）職員のうち地方公務員法に基づき懲戒処分に付された職員の状況であり、当該年度にお
いて同一の職員が複数回にわたって懲戒処分に付された場合は、重複して計上している。 

５、職員の服務の状況 

（１）営利企業等の従事の許可件数（平成２６年度） 

区    分 申請件数 許可件数 

営利企業等の従事の許可申請  ３  ３ 

 （注）地方公務員法第 38 条の規定に基づく営利企業等の従事の許可の状況である。 

 



６、職員の研修及び勤務成績の評定の状況 

（１）職員の研修の実施状況（平成２６年度） 

研修の名称 研修の内容 対象者 実施回数 修了者数 

北海道市町村職員研修センター 
人事評価制度構築と

運用 

課長補佐・係長 

（同相当職） 
１ １ 

〃 専門研修（税務基礎） 実務経験 2 年未満 ２ ２ 

       〃 
自治体法務研修 

（条例立案） 

係長 

25 歳以上一般職 
１ １ 

留萌地区法務基礎研修 法務研修（基礎） 
基礎を必要とする

職員 
１ ２ 

宗谷・留萌地区政策法務研修 地域法的課題研修 関係職員 １ ２ 

留萌管内町村職員等特別研修 人事評価制度 全職員 １ ４ 

留萌管内町村職員新規採用職員基礎研修 基礎研修 新規採用 １ ４ 

留萌管内町村職員初級職員研修 初級研修 採用２年目 １ １ 

留萌管内町村職員中級職員研修 中級研修 採用４年目 １ ４ 

選挙事務研修会  担当者 １ ２ 

社会保障・税番号制度研修会  担当者 １ １ 

北海道地区滞納整理税務セミナー 介護保険滞納整理 担当者 １ １ 

地域行政経営能力開発研修会  全職員 １ ５ 

ライフプランセミナー 生涯生活プラン支援 退職予定者 １ ２ 

被用者年金一元化研修会  担当者 １ １ 

新地方公会計実務セミナー  担当者 １ １ 

北海道・市町村交流職員研修  
北海道・市町村 

派遣職員 
１   1 

職場研修 
まちづくりファシリ

テーション基本講座 
全職員 １ ２５ 

 （注）地方公務員法第 39 条の規定に基づき、任命権者が行う職員の研修（総務課所管研修）
の状況である。 

 

（２）職員の勤務成績の評定の状況（平成２６年度） 

    人事院規則に定める期間の勤務状況により評定 

 

 



７、職員の福祉及び利益の保護の状況 

（１）職員の厚生制度の状況（平成２６年度） 

区    分 内  容 実施状況 

北海道市町村職員共済組合 

【短期給付事業】 

 病気、ケガ、出産、休業、災害、死亡等

の際に組合員とその家族に医療費や現

金などを給付 

 

【長期給付事業】 

 組合員の退職、障害、死亡の際に年金や

一時金を給付 

 

【福祉事業】 

 健康保持増進事業（健康診査など）や保

養所の運営、住宅資金等の貸し付けなど 

 

北海道市町村職員福祉協会 

【貸付事業】 

 共済会員の被扶養者の入学、修学に必要

な資金の貸付 

 

【福利厚生事業】 

 共済会員と被扶養者の健康保持増進事

業 

 

【生命共済事業】 

 共済会員等の生活不安解消のための保

険事業 

 

【医療給付事業】 

 退職後の医療費負担軽減のための医療

費給付及び死亡弔慰金の給付 

 

天塩町 

① 30 歳未満職員定期健診 

② 30 歳以上職員総合健診 

① 受診者 25名（96.2％） 

② 受診者 74名（78.7％） 

メンタルヘルスケア 

（カウンセリング） 

受診者延 25 名 

 
 
 



（２）職員の厚生制度に対する公費の負担状況 

区   分 実        績 

北海道市町村職員福祉協会 
公費補助等総額（率） 304,000 円（50％） 

1 人あたりの公費負担額 2,555 円 

天塩町 

福利厚生事業実施総額 2,678,090 円 

1 人あたりの公費負担額 22,317 円 

 ･定期検診 25 名  351,500 円 

･総合健診 74 名 2,057,440 円 

･カウンセリング 25 名 

269,150 円 

＊北海道市町村職員福祉協会の詳しい事業内容については、福祉協会のホームページを

ご覧ください。(アドレス http://www.hokkaido-ctvfukusikyokai.jp/) 

 
 

（３）職員の公務災害補償の状況 

  ①公務災害（平成２６年度） 

受 理 件 数 
認 定 件 数 

取り下げ件数 
公務災害該当 公務災害非該当 

０    

 

http://www.hokkaido-ctvfukusikyokai.jp/

